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○尾張旭市土砂等の埋立て等に関する条例施行規則 

平成２３年２月２５日 

規則第５号 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、尾張旭市土砂等の埋立て等に関する条例（平成２２年条

例第３０号。以下「条例」という。）の施行に関し、必要な事項を定めるも

のとする。 

 （有害物質の基準） 

第２条 条例第６条の規則で定める基準（以下「有害物質の基準」という。）

は、別表第１のとおりとする。 

 （汚染状況の調査及び結果の報告） 

第３条 条例第７条第１項の調査は、次の各号に掲げる調査のうちから市長が

指定するものとし、その方法は、それぞれ当該各号に定めるところによるも

のとする。 

 ⑴ 有害物質の基準に適合しない土砂等の有無の調査 別表第２に定める方

  法 

 ⑵ 搬入された土砂等について当該土砂等の発生場所における汚染の状況の

調査 別表第３に定める方法 

２ 条例第７条第１項に規定する汚染の状況についての調査結果の報告は、次

の各号に掲げる調査の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める様式によるも

のとする。 

⑴ 前項第１号の調査 汚染状況調査報告書（第１号様式）及び土砂等の埋

立て等の状況調査報告書（第２号様式） 

⑵ 前項第２号の調査 汚染状況調査報告書及び土地の履歴調査報告書（第

３号様式） 

３ 汚染状況調査報告書には、次の書類を添付しなければならない。 

 ⑴ 試料採取調書（第４号様式） 

⑵ 計量法施行規則（平成５年通商産業省令第６９号）第５０条第１号の環

境計量士（濃度関係）が証明した試料の有害物質の濃度に関する証明書

（以下「有害物質分析結果証明書」という。） 

⑶ 土砂等発生元証明書（第５号様式。第１項第２号の調査に限る。） 

 （特定事業の届出） 

第４条 条例第９条の規定による届出は特定事業の計画に係る届出書（第６号

様式）に、次に掲げる書類及び図面を添付して行うものとする。 

⑴ 特定事業区域及び特定事業に供する施設の位置を示す図面及び付近見取
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図 

 ⑵ 特定事業区域の土地の登記事項証明書及び公図の写し 

 ⑶ 土地使用同意書（第７号様式） 

 ⑷ 特定事業区域の面積を実測した求積図及び求積表 

 ⑸ 特定事業区域の平面図及び施工前後の構造が確認できる断面図 

 ⑹ 特定事業に使用される土砂等の容量の計算書 

 ⑺ 特定事業に使用される土砂等の搬入経路図 

 ⑻ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類又は図面 

 （条例第９条第２号の規則で定めるもの） 

第５条 条例第９条第２号の規則で定めるものは、次に掲げる者とする。 

 ⑴ 土地改良区及び土地改良区連合 

 ⑵ 土地区画整理組合 

 ⑶ 地方住宅供給公社 

 ⑷ 地方道路公社 

 ⑸ 土地開発公社 

 ⑹ 独立行政法人 

 ⑺ 国立大学法人及び大学共同利用機関法人 

 ⑻ 地方独立行政法人 

 ⑼ 日本下水道事業団 

 ⑽ 中日本高速道路株式会社 

 ⑾ 前各号に掲げるもののほか、地方公共団体がその資本金、基本金その他

これらに準じるものを出資している法人であって、土砂等の埋立て等につ

いて、地方公共団体と同等の生活環境の確保ができるものとして市長が認

めたもの 

 （条例第９条第３号の規則で定める土砂等の埋立て等） 

第６条 条例第９条第３号の規則で定める土砂等の埋立て等は、次の各号のい

ずれかに該当する土砂等の埋立て等とする。 

⑴ 掘削を行った後の地盤面から５０センチメートル（農業委員会に届け出

た農地改良に伴う場合は１メートル）を超えない埋立て 

⑵ 埋立て又は盛土を行う前の地盤面から５０センチメートル（農業委員会

に届け出た農地改良に伴う場合は１メートル）を超えない埋立て又は盛土 

⑶ 運動場、駐車場その他の施設の本来の機能を保全する目的で通常の管理

行為として行う土砂等の埋立て等 

⑷ 他の場所への搬出を目的として一時的に行う土砂等の堆積 

⑸ 植栽その他市長が認める土砂等の埋立て等 
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 （特定事業に関する基準） 

第７条 市長は、土砂等の埋立て等による土壌の汚染を防止するために必要な

限度において、特定事業に関し必要な基準を定めるものとする。 

２ 前項の特定事業に関する基準は、別表第４のとおりとする。 

３ 特定事業の届出をした者は、前項の基準を遵守し、当該特定事業に伴う土

壌の汚染の防止のために必要な管理をしなければならない。 

 （土砂等管理台帳） 

第８条 条例第１０条第２項の土砂等管理台帳は、第８号様式によるものとす

る。 

 （近隣住民等への周知） 

第９条 条例第１１条第１項の標識は、第９号様式によるものとする。 

２ 条例第１１条第１項の説明会は、当該特定事業区域に隣接する土地の所有

者及び当該土地を使用し、又は収益することができる権利を有する者並びに

敷地境界から３０メートル以内に居住する者を対象とするものとする。 

３ 条例第１１条第２項の報告は、説明状況報告書（第１０号様式）によるも

のとする。 

 （土砂等の搬入の届出） 

第１０条 条例第１３条の規定による届出は、土砂等搬入届出書（第１１号様

式）に次に掲げる書類を添付して行うものとする。 

⑴ 土砂等発生元証明書又は土砂等譲渡証明書（第１２号様式） 

⑵ 土地の履歴調査報告書、試料採取調書及び有害物質分析結果証明書（別

表第３に定める方法により調査した結果に基づくものに限る。） 

２ 前項第２号の書類は、土砂等譲渡証明書の添付があるときは、その添付を

省略することができる。 

３ 第１項の規定による届出書類は、同一の発生場所から搬入しようとする土

砂等の量が５，０００立方メートルに達するまでごとに作成しなければなら

ない。 

（変更の届出） 

第１１条 条例第１４条の規定による届出は、特定事業変更届出書（第１３号

様式）に、第４条各号に掲げる書類及び図面のうち、当該変更に係る書類及

び図面を添付して行うものとする。 

 （地位の承継の届出） 

第１２条 条例第１５条第２項の規定による届出は、特定事業承継届出書（第

１４号様式）によるものとする。 

 （完了の届出） 
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第１３条 条例第１６条の規定による届出は、特定事業完了届出書（第１５号

様式）に、次に掲げる書類を添付して行うものとする。 

 ⑴ 第８条の土砂等管理台帳の写し 

 ⑵ 特定事業の現場写真並びに撮影地点及び撮影方向を示した位置図 

 （身分を示す証明書） 

第１４条 条例第１７条第２項の身分を示す証明書は、第１６号様式によるも

のとする。 

 （公表） 

第１５条 条例第２３条第１項の公表は、次に掲げる事項について、市役所前

掲示板に掲示する方法その他市長が適当と認める方法により行うものとする。 

 ⑴ 勧告又は命令の内容 

 ⑵ 勧告又は命令を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、

その代表者の氏名 

 ⑶ 公表の理由 

 （提出書類の部数） 

第１６条 条例の規定により市長に提出する書類及び図面の提出部数は、正本

１部及び副本１部とする。 

   附 則（平成２３年２月２５日規則第５号） 

 この規則は、平成２３年４月１日から施行する。 

   附 則（平成２７年１２月２５日規則第４８号） 

 この規則は、公布の日から施行する。 

   附 則（令和元年９月１８日規則第２３号） 

 この規則は、令和元年１０月１日から施行する。 
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別表第１（第２条関係） 

分類 有害物質の名称 溶出量基準 含有量基準 

揮発

性有

機化

合物 

クロロエチレン（別

名塩化ビニル又は塩

化ビニルモノマー） 

検液１リットルにつき

０．００２ミリグラム

以下であること。 

 

四塩化炭素 検液１リットルにつき

０．００２ミリグラム

以下であること。 

 

１，２－ジクロロエ

タン 

検液１リットルにつき

０．００４ミリグラム

以下であること。 

 

１，１－ジクロロエ

チレン（別名塩化ビ

ニリデン） 

検液１リットルにつき

０．１ミリグラム以下

であること。 

 

１，２－ジクロロエ

チレン 

検液１リットルにつき

０．０４ミリグラム以

下であること。 

 

１，３－ジクロロプ

ロペン（別名Ｄ－Ｄ

） 

検液１リットルにつき

０．００２ミリグラム

以下であること。 

 

ジクロロメタン（別

名塩化メチレン） 

検液１リットルにつき

０．０２ミリグラム以

下であること。 

 

テトラクロロエチレ

ン 

検液１リットルにつき

０．０１ミリグラム以

下であること。 

 

１，１，１－トリク

ロロエタン 

検液１リットルにつき

１ミリグラム以下であ

ること。 

 

１，１，２－トリク

ロロエタン 

検液１リットルにつき

０．００６ミリグラム

以下であること。 

 

トリクロロエチレン 検液１リットルにつき

０．０３ミリグラム以
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下であること。 

ベンゼン 検液１リットルにつき

０．０１ミリグラム以 

 

  下であること。  

重金

属等 

カドミウム及びその

化合物 

検液１リットルにつき

カドミウム０．０１ミ

リグラム以下であるこ

と。 

土砂等１キログラム

につきカドミウム1

５０ミリグラム以下

であること。 

六価クロム化合物 検液１リットルにつき

六価クロム０．０５ミ

リグラム以下であるこ

と。 

土砂等１キログラム

につき六価クロム2

50ミリグラム以下

であること。 

シアン化合物 検液中にシアンが検出

されないこと。 

土砂等１キログラム

につき遊離シアン５

０ミリグラム以下で

あること。 

水銀及びその化合物 検液１リットルにつき

水銀０．０００５ミリ

グラム以下であり、か

つ、検液中にアルキル

水銀が検出されないこ

と。 

土砂等１キログラム

につき水銀１５ミリ

グラム以下であるこ

と。 

セレン及びその化合

物 

検液１リットルにつき

セレン０．０１ミリグ

ラム以下であること。 

土砂等１キログラム

につきセレン１５０

ミリグラム以下であ

ること。 

鉛及びその化合物 検液１リットルにつき

鉛０．０１ミリグラム

以下であること。 

土砂等１キログラム

につき鉛１５０ミリ

グラム以下であるこ

と。 

砒
ひ

素及びその化合物 検液１リットルにつき

砒
ひ

素０．０１ミリグラ

ム以下であること。 

土砂等１キログラム

につき砒
ひ

素１５０ミ

リグラム以下である

こと。 
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ふっ素及びその化合

物 

検液１リットルにつき

ふっ素０．８ミリグラ

ム以下であること。 

土砂等１キログラム

につきふっ素４，０

００ミリグラム以下 

   であること。 

ほう素及びその化合

物 

検液１リットルにつき

ほう素１ミリグラム以

下であること。 

土砂等１キログラム

につきほう素４，０

００ミリグラム以下

であること。 

農薬

等 

 

２－クロロ－４，６

－ビス（エチルアミ

ノ）－１，３，５－

トリアジン（別名シ

マジン又はＣＡＴ） 

検液１リットルにつき

０．００３ミリグラム

以下であること。 

 

 Ｎ・Ｎ－ジエチルチ

オカルバミン酸Ｓ－

４－クロロベンジル

（別名チオベンカル

ブ又はベンチオカー

ブ） 

検液１リットルにつき

０．０２ミリグラム以

下であること。 

 

 テトラメチルチウラ

ムジスルフィド（別

名チウラム又はチラ

ム） 

検液１リットルにつき

０．００６ミリグラム

以下であること。 

 

 ポリ塩化ビフェニル

（別名ＰＣＢ） 

検液中に検出されない

こと。 

 

 有機りん化合物 検液中に検出されない

こと。 

 

測定方法 

１ 溶出量基準：平成１５年環境省告示第１８号「土壌溶出量調査に係る

測定方法を定める件」に定める測定方法に準拠する。 

２ 含有量基準：平成１５年環境省告示第１９号「土壌含有量調査に係る

測定方法を定める件」に定める測定方法に準拠する。 

備考 
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１ 溶出量とは、土砂等に水を加えた場合に溶出する有害物質の量をいい、

含有量とは、土砂等に含まれる有害物質の量をいう。 

２ 検出されないこととは、測定方法により測定した場合において、その

結果が当該方法の定量限界を下回ることをいう。 

３ 有機りん化合物とは、ジエチルパラニトロフェニルチオホスフェイト

（別名パラチオン）、ジメチルパラニトロフェニルチオホスフェイト

（別名メチルパラチオン）、ジメチルエチルメルカプトエチルチオホス

フェイト（別名メチルジメトン）及びエチルパラニトロフェニルチオノ

ベンゼンホスホネイト（別名ＥＰＮ）をいう。 
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別表第２（第３条関係） 

項 目 方 法 

土砂等の埋立

て等を行った

部分の状況の

調査 

次に掲げる事項を調査すること。 

⑴ 土砂等の埋立て等の工事年月日 

⑵ 土砂等の埋立て等の工事方法 

⑶ 土砂等の埋立て等の部分の位置及び面積 

⑷ 土砂等の埋立て等に使用した土砂等の搬入量 

⑸ 土砂等の埋立て等の工事の請負業者 

⑹ 土砂等の埋立て等に使用した土砂等の発生場所 

土
壌
調
査 

単位区画

の設定 

１ 土砂等の埋立て等を行った部分を調査対象地として

区画して行うこと。 

２ 区画の設定は、次に掲げるところにより定める単位

区画ごとに行うこと。 

 ⑴ 調査対象地の面積が３，０００平方メートルを超

えない場合にあっては、当該調査対象地の全域を１

の区画とする。 

 ⑵ 調査対象地の面積が３，０００平方メートルを超

える場合にあっては、当該調査対象地の全域を３，

０００平方メートル以内の面積に等分した区域を１

の区画とする。 

試料の採

取 

試料は、単位区画の設定の方法により決定した単位区

画ごとに、当該区画の中央地点及び中央地点を交点に直

角に交わる２直線上の中央地点からの距離が５メートル

から１０メートルまでの間にある４地点（２直線と単位

区画の境界との各交点から中央地点との間に１地点ずつ

あるものに限る。これらの地点を選定することができな

い場合又は市長が必要と認める場合は、市長が指示する

地点）において土砂等を採取したものを同じ重量で混合

して作成すること。ただし、市長が適当と認めた場合

は、別に定めるところにより、複数の単位区画から採取

された土砂等を混合して試料を作成すること。 

調査 

別表第１の表有害物質の名称の欄に掲げる有害物質ご

とに、それぞれ土壌溶出量及び土壌含有量を表測定方法

に定める測定方法により調査すること。 
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別表第３（第３条、第１０条関係） 

項 目 方 法 

土砂等の発生

場所における

地歴調査 

土砂等の発生場所の土地利用の状況に関する情報及び別

表第１の有害物質による汚染のおそれを推定するために有

効な情報を収集すること。 

土
砂
調
査 

調査対象

地 

１ 搬入された土砂等に対する発生場所ごとに当該発生場

所を調査対象地として行うこと。 

２ 搬入しようとする土砂等が５，０００立方メートルに

達するまでごとに、当該発生場所を調査対象地として行

うこと。 

試料の採

取 

試料は、調査対象地の中央地点及び中央地点を交点に直

角に交わる２直線上の中央地点からの距離が５メートルか

ら１０メートルまでの間にある４地点（２直線と調査対象

地の境界との各交点から中央地点との間に１地点ずつある

ものに限る。これらの地点を選定することができない場合

又は市長が必要と認める場合は、市長が指示する地点）に

おいて土砂等を採取したものを同じ重量で混合して作成す

ること。ただし、市長が適当と認めた場合は、別に定める

ところにより、複数の調査対象地から採取された土砂等を

混合して試料を作成すること。 

調査 

１ 別表第１の表有害物質の名称の欄に掲げる有害物質ご

とに、それぞれ土壌溶出量及び土壌含有量を表測定方法

に定める測定方法により調査すること。 

２ 次に掲げる物質のうち使用履歴のないことが確認され

た物質については、当該物質に係る土砂調査を省略する

ことができる。 

⑴ 揮発性有機化合物 

⑵ ポリ塩化ビフェニル 

⑶ シアン化合物 

３ 農地又はゴルフ場としての使用履歴のないことが確認

された場合は、農薬等（ポリ塩化ビフェニルを除く。）

に係る土砂調査を省略することができる。 
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別表第４（第７条関係） 

項 目 基 準 

施工管理 

１ 特定事業を施工するために必要な能力を持った現場管

理責任者を常駐させること。 

２ 土砂等の搬入及び土砂等の埋立て等の作業は、原則と

して早朝及び夜間には行わないこと。 

３ 柵又は塀を設ける場合は、特定事業区域内を容易に目

視できる構造とすること。 

４ 周辺住民又は関係者の求めがあった場合は、特定事業

区域内への立入りを認めること。 

５ 土砂等の搬出入に伴う特定事業区域からの土砂等によ

る道路及び側溝の汚損等を防止すること。 

６ 事業計画は、着手の日から２年以内に完了するものと

すること。 

現場管理責任

者の職務 

１ 土砂等管理台帳は、特定事業に使用する土砂等の発生

場所、搬入量等を施工期間中毎日記録し、当該特定事業

の期間の開始日から終了日まで作成すること。 

２ 特定事業の施工に伴う土壌の汚染の防止について確認

し、土壌の汚染が発生した場合は、原因を調査し、その

対策を講じること。 

３ 特定事業の施工により周辺の生活環境が損なわれてい

る旨の苦情が生じた場合は、誠意をもって対応するこ

と。 

土砂等の土質

等 

１ 特定事業に使用する土砂等には、汚泥等を含まない良

質土を用いること。 

２ 建設発生土を利用する場合にあっては、建設業に属す

る事業を行う者の再生資源の利用に関する判断の基準と

なるべき事項を定める省令（平成３年建設省令第１９号

）に従い、利用の用途にあったものとすること。 

生活環境の保

全 

１ 粉じん等の飛散及び土砂等の流出を防止をすること。 

２ 騒音及び振動をみだりに発生させ、周辺の生活環境を

損なわないこと。 

３ 特定事業区域の周辺住民の健康に係る被害を生ずるこ

とがないよう必要な措置を講じること。 
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第１号様式（第３条関係） 

             汚染状況調査報告書 

 

年  月  日  

 

尾張旭市長 殿 

  

住 所                

氏 名                

（名称及び代表者氏名）      

電 話                

 

尾張旭市土砂等の埋立て等に関する条例第７条第１項の規定により、下記の

とおり報告します。 

記 

１ 対象の土地の所在 

 

 

２ 調査の方法 

 

 

３ 調査結果 
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第２号様式（第３条関係） 

          土砂等の埋立て等の状況調査報告書 

 

年  月  日  

 

尾張旭市長 殿 

 

住 所                

氏 名                

（名称及び代表者氏名）      

 

調査者 所 属                

職氏名                

電 話                

 

尾張旭市土砂等の埋立て等に関する条例第７条第１項の規定により、下記の

とおり報告します。 

記 

土砂等の埋立て等の工事年月日

（施工期間） 
 

土砂等の埋立て等の工事方法  

土砂等の埋立て等の部分の位置

及び面積 
 

土砂等の埋立て等に使用した土

砂等の搬入量 
 

土砂等の埋立て等の工事の請負

業者 
 

土砂等の埋立て等に使用した土

砂等の発生場所 
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第３号様式（第３条、第１０条関係） 

             土地の履歴調査報告書 

 

年  月  日  

 

尾張旭市長 殿 

 

住 所                

氏 名                

（名称及び代表者氏名）      

 

調査者 所 属                

職氏名                

電 話                

 

尾張旭市土砂等の埋立て等に関する条例第７条第１項の規定により、下記の

とおり報告します。 

記 

揮発性有機化合物の使用履歴  

ポリ塩化ビフェニルの使用履

歴 
 

シアン化合物の使用履歴  

農地又はゴルフ場としての使

用履歴 
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第４号様式（第３条、第１０条関係） 

               試料採取調書 

 

年  月  日  

 

尾張旭市長 殿 

 

住 所                

氏 名                

（名称及び代表者氏名）        

 

採取者 所 属                

職氏名                

電 話                

 

検査試料を下記のとおり採取しました。 

記 

採取した試料の検査結果を証明す

る書類に記載された発行番号等 
 

報告区分  

採取年月日  

採取日の天候  

採取深度  
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第５号様式（第３条、第１０条関係） 

土砂等発生元証明書 

 

年  月  日  

 

             様 

 

発生元事業者              

住 所                

氏 名             印  

（名称及び代表者氏名）        

電 話                

 

搬入する土砂等が下記の工事現場から採取された（発生する）土砂等である

ことを証明します。なお、これらの土砂等は、廃棄物の処理及び清掃に関する

法律第２条第１項に規定する廃棄物ではありません。 

記 

土砂等の採取場所の所在地  

土砂等が建設工事等により

発生した場合にあっては、

建設工事等の概要 

工事名  

発注者  

工事施工期間  

特定事業区域への土砂等の

搬入予定量 
 

今回の証明に係る土砂等の

量 
 

発生土砂等の区分  

発生土砂等運搬契約者  

特定事業届出者  
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第６号様式（第４条関係） 

特定事業の計画に係る届出書 

 

年  月  日  

 

尾張旭市長 殿 

 

住 所                

氏 名               

（名称及び代表者氏名）        

電 話                

 

尾張旭市土砂等の埋立て等に関する条例第９条の規定により、下記のとおり

届け出ます。 

記 

特定事業区域の位置（所在地）  

特定事業区域の面積（実測）  

特定事業の目的  

特定事業を管理する事務所の所在地及び名称  

現場管理責任者の氏名、職名及び連絡先  

特定事業に使用される土砂等の量及び特定事

業施工期間 
 

特定事業に使用される土砂等の採取場所並び

に当該採取場所から搬入予定量及び搬入計画 
別紙のとおり 

特定事業が施工されている間において、特定

事業区域以外の地域への当該特定事業に使用

された土砂等の飛散又は流出等を防止するた

めに講ずる措置 

 

土地所有者の住所及び氏名（法人にあって

は、主たる事務所の所在地並びに名称及び代

表者の氏名） 

 

事業が開発行為等土地の改変行為に係る関係

法令に基づく許認可等を要する行為に係るも

のにあっては、当該法令等の名称 

 

関係書類等の閲覧場所  

下請負人が特定事業を実施する場合は、下請

負人の業務内容、当該下請負人の住所、氏名

（法人にあっては、主たる事務所の所在地並

びに名称及び代表者の氏名）及び連絡先 
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別紙 

 

特定事業に使用される土砂等の採取場所並びに当該採取場所からの搬入予定

量及び搬入計画に関する事項 

採取場所 

(発生場所) 

発生元事

業所名 

搬 入 計 画 等 

予定量 
最大 

日量 

搬入 

期間 

搬入 

時間 

搬入 

土砂等 

運搬 

業者名 
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第７号様式（第４条関係） 

土地使用同意書 

 

特定事業を行う者（        ）の施工に係る土砂等の埋立て等につ

いては、異議がないので、次の土地の使用について同意します。 

所在及び地番 地目 面積（公簿）（㎡） 摘要 

    

    

 

同意の前提として、次の事項について、特定事業を行う者から   年  

月  日に説明を受け、その内容を確認しました。 

１ 特定事業を行う者の住所及び氏名（法人にあっては、主たる事務所の所在

地並びに名称及び代表者の氏名） 

２ 特定事業区域の位置 

３ 特定事業区域の面積 

４ 特定事業の目的 

５ 特定事業を管理する事務所の所在地及び名称 

６ 現場管理責任者の氏名、職名及び連絡先 

７ 特定事業に使用する土砂等の量及び特定事業の施工期間 

８ 特定事業に使用する土砂等の採取場所並びに当該採取場所からの搬入予定

量及び搬入計画 

９ 特定事業が施工されている間において、特定事業区域外の地域への当該特

定事業に使用された土砂等の飛散又は流出等を防止するために講ずる措置 

 

ここに特定事業の内容を理解し、同意したことを証するため、署名押印しま

す。 

年  月  日 

 

土地所有者 住 所 

（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

氏 名               印 

（法人にあっては、名称及び代表者氏名） 

電 話 



  

 

20 

第８号様式（第８条関係） 

土砂等管理台帳 

 年  月  日  

特定事業者名  

現場管理責任者の氏名   

埋立て区域の位置  

面積   

 

搬入時刻 
搬入車両

登録番号 

搬入業者

の氏名 
運転者氏名 数量（㎥） 

土砂等の

発生場所 

立会

者 

：       

：       

：       

：       

：       

：       

：       

：       

：       

：       

：       

：       

：       

：       

：       

前日までの累計  

 日計  

累計  
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第９号様式（第９条関係） 

 

土砂等の埋立て等に関する標識 

届出年月日  

特定事業の目的  

特定事業区域の所在地  

特定事業者 

住所（所在地） 

氏名（名称） 

連絡先 

特定事業の施工期間  

特定事業区域の面積  

特定事業区域周辺の見取図 

土砂等の埋立て等に使

用される土砂等の搬入

予定量 

 

現場管理責任者の氏名

及び連絡先 

氏名 

連絡先 

備考 大きさは、縦９０センチメートル以上、横１２０センチメートル以上

とする。 
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第１０号様式（第９条関係） 

              説明状況報告書 

 

年  月  日  

 

尾張旭市長 殿 

 

住 所                

氏 名                

（名称及び代表者氏名）        

電 話                

 

尾張旭市土砂等の埋立て等に関する条例第１１条第２項の規定により、下記

のとおり報告します。 

記 

特定事業区域の所在地  

報告事項  
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第１１号様式（第１０条関係） 

              土砂等搬入届出書 

 

年  月  日  

 

尾張旭市長 殿 

 

住 所                

氏 名                

（名称及び代表者氏名）        

電 話                

 

年  月  日付けで届け出た特定事業について、土砂等を搬入した

いので、尾張旭市土砂等の埋立て等に関する条例第１３条の規定により、関係

書類を添えて下記のとおり届け出ます。 

記 

土砂等の採取場所  

土砂等の採取場所の工事名等  

今回の搬入量  

土砂等の搬入期間  

土砂等の運搬事業者名  
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第１２号様式（第１０条関係） 

             土砂等譲渡証明書 

 

年  月  日  

 

           様 

 

譲渡元事業者              

住 所                

氏 名             印  

（名称及び代表者氏名）        

電 話                

 

あなたが尾張旭市土砂等の埋立て等に関する条例に基づく特定事業区域に搬

入する土砂等については、現在、採石法又は砂利採取法に基づき認可を受けて

いる採取場から採取された土砂等であることに相違ありません。 

認可採取場所在地  

採取計画認可番号  

認可期間  

認可採取量  

特定事業区域所在地  

譲渡量  

譲渡期間  

 



  

 

25 

第１３号様式（第１１条関係） 

             特定事業変更届出書 

 

年  月  日  

 

尾張旭市長 殿 

 

住 所                

氏 名                

（名称及び代表者氏名）        

電 話                

 

年  月  日付け特定事業の計画に係る届出書で届け出た事項につ

いて変更したいので、尾張旭市土砂等の埋立て等に関する条例第１４条の規定

により、下記のとおり届け出ます。 

記 

変更事項 変更前 変更後 

   

変更の理由  
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第１４号様式（第１２条関係） 

特定事業承継届出書 

 

年  月  日  

 

尾張旭市長 殿 

 

届出者（承継者）            

住 所                

氏 名                

（名称及び代表者氏名）        

電 話                

 

特定事業者の地位を承継したので、尾張旭市土砂等の埋立て等に関する条例

第１５条第２項の規定により、下記のとおり届け出ます。 

記 

１ 特定事業の届出年月日          

 

 

２ 被承継者 

 

 

３ 承継の理由 
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第１５号様式（第１３条関係） 

             特定事業完了届出書 

 

年  月  日  

 

尾張旭市長 殿 

 

住 所                

氏 名                

（名称及び代表者氏名）        

電 話                

 

尾張旭市土砂等の埋立て等に関する条例第１６条の規定により、下記のとお

り届け出ます。 

記 

１ 特定事業の届出年月日 

 

 

２ 特定事業の計画期間 

 

 

３ 特定事業の完了年月日 
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第１６号様式（第１４条関係） 

                （表） 

第  号  

尾張旭市土砂等の埋立て等に関する条例第１７条第２項の規定による身分

証明書 

 

所属名 

職 名 

氏 名 

年  月  日生     

 

年  月  日発行    

年  月  日限り有効  

 

尾張旭市長       印  

備考 用紙の大きさは、縦８センチメートル、横１２センチメートルとする。 

 

（裏） 

尾張旭市土砂等の埋立て等に関する条例抜粋 

（報告及び検査） 

第１７条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、土砂等の埋立て

等を行う者若しくは行った者又は土地所有者に対し、当該土砂等の埋立て

等に関し必要な報告を求め、又は職員に土砂等の埋立て等を行う者若しく

は行った者の現場事務所、事業場その他その業務を行う場所に立ち入ら

せ、必要な帳簿書類その他の物件を検査させ、若しくは関係人に質問させ

ることができる。 

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯

し、関係人に提示しなければならない。 

３ 第１項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたも

のと解釈してはならない。 

第２８条 次の各号のいずれかに該当する者は、３０万円以下の罰金に処す

る。 

 ⑴ 第１７条第１項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、

又は同項の規定による立入検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者 

 ⑵ 略 

 

 

写 真 


